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第４号議案  

２０１８年度事業報告書（案） 

 

Ⅰ．電力広域的運営推進機関の概要 

１．業務の内容 

（１）目的 

電力広域的運営推進機関（以下、「本機関」という。）は、電気事業者が営む電気事

業に係る電気の需給の状況の監視及び電気事業者に対する電気の需給の状況が悪化し

た他の電気事業者への電気の供給の指示等の業務を行うことにより、電気事業の遂行に

当たっての広域的運営を推進することを目的とする。 

 

（２）業務内容 

本機関は、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号。以下「法」という。）に基づき、

次の業務を行う。 

① 会員が営む電気事業に係る電気の需給の状況の監視を行うこと。 

② 会員が営む電気事業に係る電気の需給の状況が悪化し、又は悪化するおそれがある

場合において、電気の需給の状況を改善する必要があると認められるときは、会員

に対し指示を行うこと。 

③ 送配電等業務指針を策定すること。 

④ 電気事業者から供給計画を受け取ったときは、これを取りまとめ、意見があるとき

は当該意見を付して経済産業大臣に送付を行うこと。 

⑤ 入札の実施その他の方法により発電用の電気工作物を維持し、及び運用する者を募

集する業務その他の発電用の電気工作物の設置を促進するための業務を行うこと。 

⑥ 送配電等業務の円滑な実施その他の電気の安定供給の確保のため必要な電気供給事

業者に対する指導、勧告その他の業務を行うこと。 

⑦ 送配電等業務についての電気供給事業者からの苦情の処理及び紛争の解決を行うこと。 

⑧ 送配電等業務に関する情報提供及び連絡調整を行うこと。 

⑨ 前各号に掲げるもののほか、電気事業の遂行に当たって広域的運営を推進する目的

を達成するために必要な業務を行うこと。 

 

２．事務所の所在地 

東京都江東区豊洲６丁目２番１５号 

 

３．会員の状況 

２０１９年３月３１日現在の会員数は、１，３２６事業者である。 

（内訳） 一般送配電事業者：１０事業者 

送電事業者：２事業者 

特定送配電事業者：３０事業者 

小売電気事業者：５８９事業者 

発電事業者：７６０事業者 
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４．役員の状況 

２０１９年３月３１日現在の役員は、次のとおりである。 

理事長 金本 良嗣 

理事 佐藤 悦緒 

理事 遠藤 久仁 

理事 寺島 一希 

理事 内藤 淳一 

監事（非常勤) 髙木 佳子 

監事（非常勤） 千葉 彰 

 

５．評議員の状況 

２０１９年３月３１日現在の評議員は、次のとおりである。 

評議員会議長 野間口 有 （三菱電機株式会社 特別顧問 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 最高顧問） 

評議員 秋池 玲子 （ボストン コンサルティング グループ シニア・

パートナー＆マネージング・ディレクター） 

評議員 石川 義明 （石川金属機工株式会社 代表取締役社長） 

評議員 江﨑 浩 （東京大学大学院情報理工学系研究科 教授） 

評議員 大高 和雄 （株式会社毎日新聞社 論説委員） 

評議員 大橋 尚司 （株式会社セブンーイレブン・ジャパン 取締役執行

役員） 

評議員 倉貫 浩一 （読売新聞東京本社 編集委員） 

評議員 鈴木 彩子 （早稲田大学国際教養学部 准教授） 

評議員 高村 ゆかり （東京大学国際高等研究所サステイナビリティ学連

携研究機構 教授） 

評議員 夏目 智子 （全国地域婦人団体連絡協議会 幹事） 

評議員 松岡 萬里野 （一般財団法人日本消費者協会 理事長） 

評議員 松村 敏弘 （東京大学社会科学研究所 教授） 

評議員 村上 政博 （成蹊大学法科大学院 客員教授） 

評議員 山内 弘隆 （一橋大学大学院経営管理研究科 経営管理専攻 

教授） 

評議員 山地 憲治 （公益財団法人地球環境産業技術研究機構 理事・研

究所長） 

評議員 横山 明彦 （東京大学大学院新領域創成科学研究科先端エネル

ギー工学専攻 教授） 

評議員 渡辺 毅 （株式会社みずほ銀行 専務執行役員） 

 

６．職員の状況 

２０１９年３月３１日現在の職員数は、１６０名である。 
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Ⅱ．２０１８年度における個別業務の実施状況 

２０１８年度の業務実施状況は次のとおりである。 

１．送配電等業務指針の策定及び変更（法第２８条の４０第３号） 

今後の計画策定プロセスの検討の進め方をより円滑かつ確実に行うため及び流通設

備の利用効率向上の検討を見据えた作業停止計画の調整方法（運用面の発電制約と制約

に伴う費用負担を区分）の導入並びに一部業務の明確化等のための変更について、６月

２９日に経済産業大臣の認可を受けた。 

また、系統接続契約において、滞留する案件により確保されている系統容量を取り消

す取組を円滑かつ迅速に進めていく等のための変更について、３月２８日に経済産業大

臣の認可を受けた。 

 

２．供給計画の取りまとめ、検討及び経済産業大臣への送付（法第２８条の４０第４号） 

（１）供給計画の取りまとめ 

２０１９年度供給計画の取りまとめについては、小売電気事業者、発電事業者、特定

送配電事業者、送電事業者及び一般送配電事業者（計１２９９事業者）から３月に供給

計画の提出を受け、これらの内容の適切性を確認した後、需給バランスの見通し、流通

設備計画の状況等を取りまとめた。併せて、容量市場が機能するまでの間の確実な供給

力の確保、容量市場開設後の供給計画の在り方、再生可能エネルギー大量導入の下での

レジリエンス強化に向けた調整力に関する意見を付して、３月２９日に経済産業大臣に

送付した。 

 

（２）需要想定に関する業務 

会員による需要想定が適切かつ円滑に行われるようにするため、需要想定の前提とな

る全国経済見通しを策定し、１１月２８日に公表した。 

また、一般送配電事業者たる会員から提出された供給区域ごとの需要想定を基に全国

の需要想定を策定し、１月１６日に公表した。 

上記を遂行するにあたり、今後の制度環境、事業環境の変化を踏まえた検討や実績検

証を行った。 

また、需要想定の在り方を踏まえて、供給区域ごとのレビューを行うとともに、公表

資料の充実化を図ることで需要想定のより一層の客観性及び透明性を確保した。 

 

（３）夏季及び冬季の電力需給検証 

電気事業者が保有する供給力と、短期の需要予測に基づき、２０１８年度夏季及び冬

季の電力需給について事前検証を行い、全国大で電力の安定供給に必要な供給予備率を

確保できる見通しであることを確認した。併せて、２０１７年度冬季及び２０１８年度

夏季の電力需給の実績についても検証し、電力の安定供給に必要な予備率を確保してい

ることを確認した。 

 

３．入札の実施その他の方法により発電用の電気工作物を維持し、及び運用する者を募集す

る業務その他の発電用の電気工作物の設置を促進するための業務（法第２８条の４０第５
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号） 

（１）電源入札等の要否に関する検討 

有識者等で構成する「調整力及び需給バランス評価等に関する委員会」（以下「調整

力等委員会」という。）において、平成３０年度供給計画（原子力発電の再稼働による変

更供給計画の届出を含む）の取りまとめ結果による需給バランス評価及び需給変動リス

ク分析の結果、２０１９年度から２０２７年度までの期間についても供給予備力が基準

を上回ることが確認できたことから、同期間を対象とした電源入札等の検討開始は不要

と判断した。 

また、２０１９年度供給計画の取りまとめ結果による需給バランス評価及び需給変動

リスク分析について、２０１９年度冬季の需給変動リスク分析についても供給計画の取

りまとめの時期に前倒して実施した結果、２０１９年度から２０２８年度までの期間を

通じ、供給予備力が基準を上回ることが確認できたことから、電源入札等の検討開始は

不要と判断した。 

 

（２）容量市場の導入に向けた検討 

制度設計と運営体制整備の両面から詳細検討を行った。 

制度設計に関しては、有識者等で構成する「容量市場の在り方等に関する検討会」を

国との共同事務局にて９回開催し、これまでの国の審議会における議論を踏まえて、オ

ークション及び精算の考え方等について議論を行った。 

運営体制整備に関しては、２０２０年度に初回オークションを行うことを念頭に、業

務フロー・業務システムの設計や業務量想定を行い、システム発注に繋げるとともに、

具体的な業務運営の検討を開始した。 

 

（３）需給調整市場の導入に向けた検討 

２０２１年度の需給調整市場創設に向け、市場運営等に係る詳細検討を行う「需給調

整市場検討小委員会」を８回開催し、広域運用・広域調達、商品毎の市場開設時期、商

品の要件、その他市場運営ルールの検討を行った。 

また、広域的な調整力運用も視野に入れた必要な調整力の量、質、条件等の技術的検

討を行うため「調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会」を９回開催

し、調整力の区分、量、要件等とその調整力の広域的な調達・運用に係る要件等に関す

る検討を行った。 

 

４．送配電等業務に関する情報提供及び連絡調整（法第２８条の４０第８号） 

（１）広域系統長期方針 

「広域系統整備委員会」において８回の審議を行い、以下の取組事項の実現に向けた

検討を行った。 

①コネクト＆マネージに関する取組 

Ｎ－１電制の適用を前提とし接続する新規電源を対象とする「Ｎ－１電制先行適用」

について、統一した考え方を取りまとめ公表した上で、１０月１日より適用を開始した。 

また、Ｎ－１電制本格適用及びノンファーム型接続の早期実現に向けて、諸外国の実

態調査も踏まえ、その課題を整理し、今後の方向性や検討の優先順位について整理した。 
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②費用対便益評価を用いた増強判断基準に関する取組 

地域間連系線増強の検討適否判断及び計画実施判断において、検討が必要となる便益

項目と費用対便益評価の判断基準の具体化に向けた検討を行った。 

併せて、流通設備効率の向上の取組により、複雑化、広域化することが予想される系

統計画業務について、広域連系系統の課題や系統増強の必要性を費用対便益評価も含め

て定期的に評価する仕組みの全体像を整理した。 

③効率的なアクセス業務の在り方に関する取組 

現状のアクセス業務における実務上の課題抽出を行い、それに代わる新たな検討プロ

セスとして、空容量のある系統への連系申込みに対しては、随時、受付後速やかに検討

を実施する一方、空容量がなくなる系統への連系申込みに対しては、定められた期間に

申込まれたものをまとめて検討する新たな方法について検討した。また、併せて公開情

報の在り方についても検討した。 

 

（２）広域系統整備計画 

国の電力レジリエンスワーキンググループ中間とりまとめにおいて、新北海道本州間

連系設備整備後の更なる増強等について本機関で速やかに検討すべきとの国からの要

請を受けて、計画策定プロセスを開始した。本検討については、新たに設置した「電力

レジリエンス等に関する小委員会」で集中的に議論することとした。 

東京中部間連系設備に係る広域系統整備計画及び東北東京間連系線に係る広域系統

整備計画について、各種発注手続きの進捗に応じて「コスト等検証小委員会」を４回開

催し、コスト等検証を行った。 

また、東北東京間連系線に係る広域系統整備計画については、年度末に特定負担者の

辞退の申し出を受けたことから、２０１９年度に再検討を開始することとした。 

 

（３）系統アクセス業務の実施 

①系統アクセス業務 

系統連系希望者から事前相談６１件、接続検討５８件の申込みを受け付け、繰越分も

含め、事前相談６２件、接続検討４１件への回答を行った。回答に際しては、一般送配

電事業者による検討結果に加え、本機関による検証結果についても説明を行った。 

また、系統アクセス業務に係る情報の取りまとめ結果の公表、一般送配電事業者によ

る回答遅延解消に向けた取組状況の確認等を進めた。 

加えて、国からの要請を受け、確定した連系容量を取り消す場合の標準手続及び工事

費負担金の支払い条件の変更に応じる場合の考え方について明確にするとともに、それ

らを公表し、系統アクセス業務の改善を図った。 

②電源接続案件募集プロセス 

近隣の電源接続案件を募り、系統増強対策を行うための工事費負担金を複数の系統連

系希望者により共同負担する手続である電源接続案件募集プロセス（以下、電源募集プ

ロセスという。）について、９エリアの電源募集プロセスが完了した。 

また、電源募集プロセスの基本的な進め方を随時レビューし、その見直し結果の公表

等を通じて系統連系希望者の電源募集プロセスに対する理解促進を図った。 

③リプレース案件系統連系募集プロセス 
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設備容量１０万ｋＷ以上の発電設備等が廃止となる場合に、当該発電設備等が連系す

る送電系統への系統連系希望者を募集するリプレース案件系統連系募集プロセス（以下、

リプレース募集プロセスという。）について、基本的な進め方を随時レビューし、その見

直し結果の公表等を通じて系統連系希望者のリプレース募集プロセスに対する理解促

進を図った。 

 

（４）調整力及び必要予備力の在り方の検討 

「調整力等委員会」を１１回開催し、また、「電力レジリエンス等に関する小委員会」

を設置し、調整力・予備力の在り方等の検討を行った。主な検討内容は以下のとおり。 

①一般送配電事業者が公募調達する調整力の必要量等 

・電源Ⅰの必要量 

「供給予備力確保との関係」と「実需給断面で必要となる調整力との関係」を踏ま

えて、前年度と同様に、最大３日平均電力の７％を電源Ⅰとして確保することが適当

であることを示した。 

・電源Ⅰ´の必要量等 

前年度と同様に、１０年に１回程度の猛暑や厳寒による需要増加に対する暫定的な

対応として電源Ⅰ´必要量を示した。 

・電源Ⅱの事前予約 

需給調整市場開設までの暫定対応として、エリア内の電源Ⅱを必要な時に十分活用

するための方策として事前予約について検討し、事前予約はスポット市場以降の活用

を原則としつつも、事後検証を行うことを前提にスポット市場前に行うことも認める

こととした。 

②必要供給予備力 

全国の供給信頼度基準を現状の全国の必要供給予備力７％に相当する需要１ｋＷあ

たりのＥＵＥ（Ｅｘｐｅｃｔｅｄ Ｕｎｓｅｒｖｅｄ Ｅｎｅｒｇｙ：供給不足電力量

の期待値）として設定する等、供給信頼度に関する考え方を整理した。また、必要供給

予備力検討の残課題について検討するとともに、容量市場の制度設計に必要な検討につ

いて整理を進めた。 

 

（５）地域間連系線の管理 

次の各項目に掲げる業務をはじめとする地域間連系線の管理に関する業務を行った。 

①運用容量及びマージンの設定 

６回の「運用容量検討会」及び４回の「マージン検討会」における検討を経て、各連

系線の運用容量及びマージンを定め、公表した。 

運用容量の算出にあたっては、北陸フェンスの運用容量算出断面の細分化や中国九州

間連系線の１回線停止時の電源制限量の見直し等により運用容量を拡大した。 

また、間接オークション導入に伴い、マージンの設定実績のある連系線については蓋

然性のある値の範囲でマージンを設定する等、考え方の整理を行った上で、マージンを

設定・公表した。 

②連系線利用計画の管理 

連系線利用計画の受付、更新、空容量公表、問合せ対応等の業務を着実に行った。 
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また、１０月１日からの間接オークションの開始に伴い、連系線利用計画を廃止し、

これに係る業務を停止した。 

③間接オークションの開始 

１０月１日の間接オークション開始に向け、制度移行を円滑に行えるよう、経過措置

計画、承認電源等などのルール概要の事業者向け説明会を２回開催し、広域機関システ

ムの改修を着実に行い、円滑に制度をスタートさせた。 

 

（６）作業停止計画の調整 

会員等が流通設備や発電設備の点検・修繕等の作業を行うために提出する作業停止計

画について、２０１９年度及び２０２０年度分の計画に加え、長期的な予見性を確保す

るため、２０２１年度において計画が具体化しており連系線の運用容量に長期間影響を

与える件名についても併せて公表した。 

また、複数事業者の発電制約が必要な作業停止については、発電設備容量(ｋＷ)に応

じたプロラタ按分方式を基本的な考え方としつつ、運用と費用負担を区分した発電制約

量売買方式として具体的な運用方法を議論して取りまとめた。従前の作業停止調整マニ

ュアルを発展させ、パブリックコメント、説明会を経て、計画どおり１０月からの運用

開始を実現した。 

 

（７）需要者スイッチング支援 

スイッチング支援システムを大きなトラブルなく安定的に運用した。 

「スイッチング支援に関する実務者会議」を８回開催し、議論等を踏まえて、２件の

システム改良、３回の運用マニュアル改正を行った。また、議論の概要及び取りまとめ

結果を遅滞なく公表した。 

 

（８）情報通信技術の活用支援 

情報通信技術の活用では、関係者の要望を踏まえて小売電気事業者の料金請求業務の

効率化に向けて関係者と調整等を実施した。 

サイバーセキュリティ対策では、会員向け啓発活動として自己診断ツールを展開し、

報告を受けた。また、改善を要する会員に対して助言を行うとともに全会員に結果を情

報提供した。 

さらに、電力ＩＳＡＣに参加し、そこで得られたサイバー攻撃被害や情報システムの

脆弱性等の知見を会員に提供した。 

 

（９）系統情報の公表 

全国の電力需給状況や地域間連系線の利用状況等、業務規程に定める情報について、

情報公表システムを通じて公表した。 

間接オークション開始に伴って不要となった情報を削除し、予想潮流の公表等新たに

必要となった情報を加えて公表した。 

また、１１月より各エリア及び全国大の供給実績についてグラフの公表を開始した。 
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（１０）業務品質の向上 

広域系統整備計画の策定、系統アクセス検討結果の検証、地域間連系線の管理等の各

業務において、シミュレーション解析ツールを活用した技術的検証等により的確な業務

遂行に努めた。 

また、広域連系系統での費用対便益評価等での活用を見据え、高機能でありかつ国内

外で導入実績のある広域需給シミュレーションツールを新たに導入し動作確認を実施

した。 

 

（１１）システム開発の実施 

容量市場システムでは、実需給前までの機能開発に向けてプロジェクト計画の策定及

び要件定義を行い、システム開発（一次開発）に着手した。 

広域機関システムは、間接オークション対応に向けて、テスト工程を経て各種切り替

え作業を実施、開発体制や品質管理、工程管理を適切に行い、導入対応を遅滞なく完了

した。 

また、新北海道本州間連系設備への対応、２０１９年４月からスタートする間接送電

権発行に向けたシステム側の先行対応の準備を進め、ネガワット取引対応を含め、計画

どおりに完了した。 

また、情報システムの導入・改良等を適切に管理するため、「情報システム管理会議」

を９回開催し、システム構築のプロジェクト計画や開発進捗状況を確認した。 

 

５．電気の需給の状況の監視（法第２８条の４０第１号） 

（１）電気の需給の状況の監視 

広域機関システムを通じて各一般送配電事業者の中央給電指令所と連携し、収集した

情報を活用して、各エリア及び全国大の電気の需給状況を常時監視した。 

需要実績との乖離の大きい事業者に注意喚起と再発防止策の提出要請を行った。さら

に、計画適正化に向け、追加措置が必要と判断した事業者に対しては追加の回答書やヒ

アリング等により是正を求めた。 

また、間接オークション導入に伴い、一部事業者において新ルールに対する認識齟齬

により不一致を発生させた事象が確認されたため、是正を促して改善を図った。 

 

（２）北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に係る検証 

９月６日に発生した、北海道胆振東部地震に伴う大規模停電について、経済産業大臣

より検証の指示を受け、「平成３０年北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に係る検証

委員会」（以下「検証委員会」という。）を設置し、４回開催した。 

「検証委員会」では、地震発生からブラックアウトに至るメカニズムを明らかにしつ

つ、ブラックアウトから一定の供給力確保までの手順が概ね妥当であることを確認した。

その上で、「検証委員会」で想定した稀頻度事故、いわゆる最大規模発電所１サイト脱落

のような事故に対して、ブラックアウトは起きないような対策が取り得るという整理を

行い、停電規模抑制及び再発防止策を示した。 

また、これらの内容を最終報告として取りまとめ、１２月１９日に公表した。 
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（３）レジリエンスの向上 

「検証委員会」や国の電力レジリエンスワーキンググループでの議論等を踏まえて、

電力レジリエンスに関する以下の事項について、２０１９年度春までを目途に一定の結

論を得るよう検討を開始した。 

①北海道本州間連系設備の更なる増強等検討 

②更なる供給力等の対応確保策検討 

③レジリエンスと再生可能エネルギー拡大の両立に資する地域間連系線等増強・活用策

等の検討 

④太陽光・風力発電機の周波数変動に伴う解列整定値等見直し 

⑤停電コストの技術的な精査等 

 

６．需給の状況が悪化した場合等における会員への指示（法第２８条の４０第２号） 

猛暑や震災等に伴い、広域的な融通を行わなければ、電気の需給の状況が悪化するお

それがあったため、会員への指示を行った。 

①７月１８日（高気温による想定以上の需要増） 

・関西電力へ１００万ｋＷの受電指示。 

・東京電力パワーグリッド、中部電力、北陸電力、中国電力、四国電力に対する送電

指示を実施。 

②９月７日から９月２１日（北海道胆振東部地震による供給力低下） 

・北海道電力へ最大６０万ｋＷの受電指示。 

・東北電力、東京電力パワーグリッドに対する送電指示を実施。 

③１０月１７から１８日（四国エリアの発電事業者の電源トラブルによる供給力低下） 

・四国電力へ最大７０万ｋＷの受電指示。 

・関西電力に対する送電指示を実施。 

④１月１０日（太陽光電源予測外れと気温低下による需要増） 

・中部電力へ最大１０５万ｋＷの受電指示。 

・北海道電力、東北電力、東京電力パワーグリッド、北陸電力、中国電力、四国電力、

九州電力に対する送電指示を実施。 

 

九州電力からの下げ調整力不足時の対応要請に基づき、本機関設立後初の長周期広域

周波数調整を行い、九州エリアの再生可能エネルギー発電設備の発生電力を中国以東の

エリアへ送電した（５６回実施した。）。 

また、九州電力が行った九州本土及び離島の再生可能エネルギー発電設備の出力抑制

について、出力抑制が適切であったかどうかを都度、事後検証し、適切に行われたこと

を確認の上、検証結果を公表した。加えて、２０１７年度九州エリアの離島にて実施さ

れた出力抑制が年度を通して公平に行われたかどうかについても検証し、予め定められ

た手続きに沿って公平に行われたことを確認の上、検証結果を公表した。 

 

一般送配電事業者の協力のもと、次のとおり、需給悪化時の対応訓練を行った。 

①需給ひっ迫融通指示訓練 

・８月８日 
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夏季重負荷期を想定した需給ひっ迫融通指示訓練を行った。 

②下げ調整力不足対応訓練 

・４月１８日、８月２１日 

再生可能エネルギーの導入増加に伴う下げ調整力の不足を想定した、下げ調整力不足

対応訓練を行った。 

 

７．電気供給事業者からの苦情又は相談の対応及び紛争の解決（法第２８条の４０第７号） 

（１）苦情又は相談の対応 

送配電等業務に関する電気供給事業者等からの苦情及び相談を２２件受け付け、１件

は対応継続中、２１件は対応を終了した。 

また、２０１７年度及び２０１８年度上期における苦情及び相談対応の状況について

取りまとめ、公表した。 

 

（２）紛争の解決 

和解の仲介（あっせん・調停）の申請はなかった。 

 

８．電気供給事業者に対する指導、勧告等（法第２８条の４０第６号） 

指導、勧告の案件はなかった。 

 

９．前１.～８.の附帯業務（法第２８条の４０第９号） 

（１）報告書の作成及び公表 

次の①から⑤の内容を取りまとめ、年次報告書として公表した。 

①２０１７年度までの電力需給に関する実績（供給区域ごとの周波数変動、電圧変動、

停電状況に関する電気の質についての評価、分析を含む。） 

②２０１７年度までの電力系統に関する実績 

③２０１７年度の系統アクセス業務に関する実績 

④平成３０年度供給計画の取りまとめ結果等に基づく中長期の電力需給や電力系統に

関する見通し及び課題 

⑤各供給区域の予備力及び調整力の適切な水準等に関する検討状況（２０１９年度調整

力の公募にかかる必要量等の考え方について） 

 

（２）調査及び研究 

主な調査・研究件名は次のとおり。 

①容量メカニズムに関する調査 

欧米における容量市場の制度設計（需要曲線の考え方、Ｎｅｔ ＣＯＮＥ（卸電力市

場・調整力市場等の容量市場以外の収入を除く新規電源の参入コスト）の設定方法、市

場監視の在り方等）について調査を行った。 

②コネクト＆マネージに関する調査 

欧米におけるコネクト＆マネージ（平常時の混雑管理、出力抑制に対する補償の状況

等）について調査を行い、その報告書を取りまとめ公表した。 

③需給調整市場に関する調査 
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欧米における需給調整市場の制度設計（導入背景、需給調整商品の設計、広域調達・

運用、連系線での事前割当て等）について調査を行った。 

④諸外国の停電事例に関する調査 

諸外国における停電事例についての調査を行った。 

 

（３）災害等への対応 

６月の大阪府北部地震、９月の北海道胆振東部地震、１月の熊本県熊本地方地震及び

２月の北海道胆振地方中東部地震に際して、防災業務計画に基づく警戒態勢発令及び警

戒本部を設置し、需給状況等の情報収集に当たった。 

特に９月に発生した北海道胆振東部地震に際しては、被災地域で発生した大規模停電

に関して、国及び一般送配電事業者との情報共有に努め、電力融通指示など需給改善の

対応を行った。また、本地震での対応を踏まえ、防災業務計画及び事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）の見直し検討を行った。 

また、３月に防災業務計画に基づく総合防災訓練を行い、非常災害対応本部の立上げ、

需給改善のための指示及びリエゾン派遣等の訓練を行った。 

さらに、国民の保護に関する業務計画及び新型インフルエンザ等対策業務計画に関す

る研修会等へ参加した。 

 

１０．本機関の目的を達するために必要な業務（法２８条の４０第１０号） 

（１）広報 

本機関のウェブサイトを活用し、理事会の開催状況等を随時公表したほか、各委員会

の開催案内及び議事録・資料等会員の事業活動に関わる情報を速やかに公表した。また、

需給状況の悪化時の会員への指示（４事象・２５回）についても速やかに公表した。 

さらに本機関の活動について、報道機関等からの取材、問い合わせ対応を随時行うと

ともに、プレスリリース４回、記者向け勉強会２回、論説委員の懇談会１回を行った。 

また、本機関紹介用のパンフレット及びＤＶＤを全面改訂した。 

 

（２）情報システムのセキュリティ対策 

本機関が保守・運営する各種情報システムについて、コンピュータウィルス、不正アク

セス及び脆弱性問題等による被害は発生しなかった。 

また、第三者による情報セキュリティ監査を行い、役職員等に対する研修として、情報

セキュリティに関する規程の説明、標的型メール訓練、チェックシートによる自己点検を

行った。 

その他、２０１８年２月から運用開始したセキュリティログ監視システムを用いて、本

機関のシステムへの攻撃等の脅威に対する早期の検出と状況把握を行い、各種サイバー攻

撃を防御できていることを確認した。 

 

（３）バックアップ拠点の維持 

大阪バックアップ拠点において、システムの稼働確認及び職員の対応訓練を行った。 
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（４）職員の確保・育成 

プロパー採用、出向受入及び派遣職員受入により業務遂行に必要な要員を確保した。

プロパーについては、新卒採用者２名のほか、専門性をもったプロパー職員４名を中途

採用した。 

育成関係については、機関外の講師を招いて全職員対象の研修会を実施、新卒者は各

部毎の業務に関する基礎的な研修及び送配電等業務に係る専門技術研修を実施した。 

 

Ⅲ．総会、理事会、評議員会の開催状況 

当年度の総会、理事会、評議員会の開催状況は、以下のとおりである。 

１．総会の開催 

計２回総会を開催した。 

 

２．理事会の開催状況 

計４３回開催し、都度、議案及び議事概要を公表した。 

 

３．評議員会の開催状況 

計３回開催し、会員から独立した客観的な視点から本機関の重要事項を審議し、都度、

議案及び議事録を公表した。 

 


